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■
昨
年
の
総
選
挙
で
の
ご
支
援
、
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

共
産
、
立
憲
民
主
、
社
民
の
３
野
党
は
共
闘
し
て
、

議
席
か
ら

38

議
席
へ
大
き
く
議
席
を
増
や
し
ま
し
た
。
引
き
続
き
、
共
闘
の

69流
れ
を
国
会
内
外
で
発
展
さ
せ
る
た
め
に
全
力
を
尽
く
し
ま
す
。

■
安
倍
内
閣
は

年
度
の
政
府
予
算
案
を
決
定
し
ま
し
た
。
こ
の
予
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算
案
は
、
大
企
業
を
優
先
し
て
暮
ら
し
を
切
り
捨
て
る
も
の
と
な

っ
て
い
ま
す
。

医
療
・
介
護
な
ど
社
会
保
障
の
「
自
然
増
」
分
は
、
１
３
０
０
億

円
の
削
減
で
す
。
生
活
保
護
も
連
続
切
り
下
げ
で
す
。

一
方
、
大
金
持
ち
の
株
取
引
な
ど
へ
の
優
遇
税
制
は
残
し
た
ま
ま

で
、
「
幼
児
教
育
・
保
育
の
無
料
化
」
「
大
学
学
費
の
負
担
軽
減
」

な
ど
は
先
送
り
で
す
。

■
軍
事
費
は
５
兆
円
を
超
え
６
年
連
続
の
増
額
で
す
。
墜
落
事
故
を

起
こ
し
た
オ
ス
プ
レ
イ
や
無
人
偵
察
機
な
ど
を
増
や
す
も
の
で
す
。

と
り
わ
け
、
外
国
の
基
地
を
攻
撃
す
る
能
力
を
持
つ
ミ
サ
イ
ル
の

予
算
計
上
な
ど
、
際
限
の
な
い
軍
拡
に
つ
な
が
る
危
険
な
予
算
で

す
。
米
軍
へ
の
「
思
い
や
り
予
算
」
は
、
過
去
最
高
の
４
１
８
０

億
円
と
な
り
ま
し
た
。

■
ア
メ
リ
カ
い
い
な
り
、
一
握
り
の
大
金
持
ち
や
大
企
業
の
た
め
の

政
治
で
は
な
く
、
国
民
の
た
め
の
政
治
の
実
現
に
全
力
を
尽
く
し

ま
す
。
憲
法
を
守
り
、
平
和
と
暮
ら
し
を
守
る
世
論
と
運
動
、
共

同
を
広
げ
る
た
め
に
が
ん
ば
り
ま
す
。

■
４
月
は
京
都
府
知
事
選
挙
で
す
。
共
同
の
力
で
京
都
府
政
を
変
え

る
絶
好
の
チ
ャ
ン
ス
で
す
。
貧
困
と
格
差
を
た
だ
し
、
府
民
の
暮

ら
し
に
よ
り
そ
い
、
憲
法
を
い
か
す
知
事
を
、
ご
一
緒
に
つ
く
り

ま
し
ょ
う
。

■
立
場
の
違
い
を
超
え
て
、
安
倍
首
相
が
ね
ら
う
憲
法
９
条
改
憲
に

ノ
ー
の
声
を
あ
げ
ま
し
ょ
う
。
９
条

改
憲
ノ
ー
の
３
０
０
０
万
人
署
名

を
、
国
民
的
な
規
模
で
広
げ
る
こ
と

に
ご
協
力
く
だ
さ
い
。

新
年
明
け
ま
し
て
お
め
で
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。

今
年
も
よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
。
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３
０
０
０
万
人
の
声
で

改
憲
発
議
を
や
め
さ
せ
よ
う

統
一
署
名



国民がいま政治に望むものは憲法改定ではありません。

世論調査でもわずか６％。

ところが、これまで散々憲法を踏みつけてきた安倍首相が、憲法９条の明

文改憲を言い出しました。国民無視のこんな暴走はゆるされません。

９条があったからこそ、日本は戦後７０年以上戦争をしてきませんでした。

平和憲法を変えさせないために、力を合わせましょう。

９条に自衛隊を書き込めば
「戦争する国」へまっしぐら

安倍首相は、「憲法９条１項、２項を残したまま『自衛隊』

を書き込むだけ」と言います。しかしその自衛隊は、安保法制（戦争法）で海外

派兵や武力行使ができるように変えられました。しかも、後からできた法律は、

前の法律に優先するというのが法解釈の原則。憲法９条が空文化し、無制限に「戦

争する国」になってしまいます。軍拡にお墨付きを与え、福祉や教育の予算も削

られます。９条破壊は許されません。

憲法

ＬＯＶＥ ９条
戦争はイヤだ ９条改憲反対

北朝鮮の軍事挑発は許せません。同時に、

アメリカと北朝鮮の軍事衝突、核戦争は絶対

に避けなければなりません。そのためには、

憲法９条を生かして、日本が対話による解決

の先頭に立つ必要があります。

しかし、安倍首相は「対話」を否定しなが

ら、アメリカの先制攻撃を公然と支持。さら

に、憲法９条を変えて、無条件の海外派兵が

できるようになれば、朝鮮半島情勢をさらに

悪化させ、日本が戦争に巻き込まれる事態が

生じかねません。

朝鮮半島で戦争を
おこさせないために




